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【論文審査】
本学位請求論文「開発途上国における水道事業体の無収水削減手法に関する研究」は、
開発途上国の水道事業における無収水の特徴を踏まえ、無収水削減対策の実施数量を変数
とする無収水対策選択モデルを構築し、整数計画法を用いた最適化計算によって、無収水
削減対策の望ましい組み合わせを得る方法を提案するとともに、結果に影響を与える因子
を明らかにしたものである。また、併せて無収水の削減を推進する上での開発援助の役割
についても考察している。本論文は、第１章から第６章までで構成されている。以下、章
立てに従い、その内容を述べる。
第１章「序論」では、開発途上国における水道を巡る問題について概説するとともに、
無収水対策の重要性について言及し、本研究の目的、意義、論文構成について示している。
第２章「途上国における無収水の問題と先行研究」では、無収水の定義や問題の概要に
ついて述べるとともに、無収水対策の概要を説明している。また、無収水削減手法の最適
化に関する先行研究を挙げ、本研究の新規性について述べている。加えて、国際協力機構
（JICA）による無収水対策への取り組みについて、その実績と課題を分析し、実務への応
用可能性という観点から本研究の必要性を述べている。
第３章「無収水対策選択モデルの構築」では、無収水対策数量を変数とし、無収水量を
計算する目的関数と制約条件式を与え、無収水量を最小化する対策数量を明らかにすると
いう、本論文で構築した無収水対策選択モデルについて詳述している。モデル全体の構成
と考え方、検討対象とした無収水の区分と対策、目的関数の設定、制約条件式の設定につ
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いて説明しており、水道事業体が置かれている施設条件、施設の経年劣化や違法接続の増
加、途上国における多様な無収水の原因、途上国の対策実施能力や資金の制約などが反映
できるモデルを構築していることが述べられている。
第４章「途上国の大都市を想定した入力値の設定」では、モデルに入力する施設条件、
対策コスト、予算制約等のパラメーターについて詳述している。人口100万人の大都市を
想定し、都市によって条件が大きく異なると考えられるパラメーターは複数のシナリオを
設定し、その他のパラメーターは途上国の実態を踏まえた数値を設定している。
第５章「無収水対策の選択に関する考察」では、第３章と第４章で示した無収水対策選
択モデルと入力値を用いて、整数計画法を用いた最適化計算を行い、目的関数である無収
水量を最小化する対策実施数量を求めた結果について説明している。予算制約の影響、施
設条件の影響、短期的対策と中期的対策の比較、目的関数を変えた場合の影響、無収水削
減量減単位と対策単価に関する感度分析、援助の投入に関する検討という多方面からの分
析がなされている。構築したモデルにより、無収水対策の最適な選択について分析できる
ことを示し、無収水対策の選択には、予算制約が大きく影響することを明らかにしている。
対策に充てられる予算が少ない場合には、漏水探知・修理、メーター更新、違法接続対策
を優先することが望ましく、利用可能な予算が増えるに従って、メーター設置、給水管更
新、送配水管更新の順に施設投資を伴う対策が実施できるようになることが示されている。
施設条件の変化や、無収水削減量減単位と対策単価に関する感度分析については、対策数
量や対策予算の構成比に大きく影響を与える場合と、影響をほとんど与えない場合の双方
があることを明らかにし、その結果には予算制約に応じた各対策の優先度の違いが影響し
ていることを述べている。5年間という短期間での無収水量の最小化を目的とした場合と、
20年間という中期的な無収水量の最小化を目的とした場合では、選択するべき対策や、各
対策に取り組むべき時期が異なることを明らかにしている。援助の投入を行うと、十分な
予算と、対策実施に投入できるリソースの増加により、送配水管や給水管の更新を多く実
施できるようになり、給水管や送配水管からの漏水を大幅に削減できることを示し、援助
資金借り入れの償還財源は、見掛け損失の削減で得られる水道料金の増収で十分まかなえ
ることを示している。これより、投入できる予算額に応じて、まず自己予算の場合は見掛
け損失対策や漏水の探知・修理から開始し、水道料金の増収で少額の借り入れができるよ
うになったら、援助を借り入れて給水管の更新による漏水削減を本格化させ、さらに水道
料金収入が増えて償還財源が増加したら、より多額の援助の借り入れを行い、送配水管更
新を本格化させる、という段階的な無収水対策を講じることで、大幅な無収水率の低下が
可能であることを示唆している。
第６章「結論」では第５章までの内容をまとめるとともに、開発途上国のフィールドで
の適用に向けての展望や課題について検討している。
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以上のように、本論文は開発途上国における上水道の漏水対策に対する投資効果を最適
化する手法を提示したもので、今後我が国が水道分野で技術協力を行う際の一つの方策を
示したものである。本論文に示された手法は、開発途上国のみならず先進国においても応
用が可能であり、世界全体を対象とする持続可能な開発目標（SDGs）を達成する上でも
価値の高いものと考えられる。
【審査結果】
本論文は国際地域学研究科（国際地域学専攻）の博士学位審査基準に照らしても妥当な
研究内容であると認められる。従って、所定の試験結果と論文評価に基づき、本審査委員
会は全員一致をもって松本重行氏の博士学位請求論文は、本学博士学位を授与するに相応
しいものと判断する。
